
文・表中の額は１万円未満が四捨五入してあり
ますので、合計とは一致しない場合があります。

▼財政課5２３局３８１８

一般会計の歳入歳出決算

区分 決算額 構成比
市民税 １３８億３９０８万円 61.7%
　個人 ３６億５１９２万円 （16.3%）
　法人 １０１億８７１６万円 （45.4%）
固定資産税 ７４億８１０７万円 33.4%
軽自動車税 １億４４３７万円 0.6%
市たばこ税 ４億３１５０万円 1.9%
鉱産税 ３３万円 0.0%
特別土地保有税 １２７８万円 0.1%
都市計画税 ５億　４５４万円 2.3%

合計 ２２４億１３６７万円 100.0%

水道事業会計 収入 支出
収益的収支 １５億５０４５万円 １３億５２８６万円
資本的収支※ ８８８５万円 ６億３４３３万円

会計別 歳入 歳出
給食センター給食費 ２億７９７６万円 ２億７９７１万円
老人保健医療 ５１億５４３６万円 ５０億６００５万円
国民健康保険 ７３億３５７９万円 ７１億６８２９万円
公共下水道事業 １９億２９３０万円 １７億３８２０万円
農業集落排水事業 ８億８３６９万円 ８億１６５３万円
田原福祉専門学校 １億５５１２万円 １億５４９２万円
介護保険 ３１億６３９７万円 ３０億６０８７万円
中心市街地商業等活性化事業 １９９８万円 １９９８万円

合計 １８９億２１９７円 １８２億９８５５万円

■市税の内訳 ■特別会計

■企業会計

※資本的収入額が資本的支出額に不足する額5億4548万円は、過年度分損益
勘定留保資金2億5817万円、減債積立金1億5977万円、建設改良積立金1億
1000万円および当年度分消費税、地方消費税資本的収支調整額1754万円
で補てんしました。

一般会計　行政を運営するための、基本的な経費を組み入れた会計です。
　　歳入　「市税」が全体の約６割を占めています。なお、国の税源移譲により「地方譲与税」が、
　　　　　住民税の定率減税の廃止などにより「地方特例交付金」が大幅に減少しています。
　　歳出　「総務費」の庁舎整備、「土木費」の赤羽根道の駅整備、田原駅周辺整備、緑ヶ丘住宅整備、
　　　　　「教育費」の野田小学校・赤羽根中学校整備、市民館整備、「農林水産業費」の温室リース
　　　　　等経営構造対策、農村振興総合整備、「消防費」の防災・耐震対策などが主な事業です。

市税の内訳・特別会計・企業会計
特別会計　国民健康保険や介護保険、下水道など、特定の人や限られた人が利益を受けるよう
　　　　　な事業について、一般会計と区別して経理を行っています。
企業会計　企業経営という観点から、水道事業は独立して経理を行っています。
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